
令和２年度

廿 日 市 市 市 営 住 宅 事 業

特 別 会 計 補 正 予 算

（第１号）

広島県廿日市市





議案第３２号

令和２年度廿日市市市営住宅事業特別会計補正予算（第１号）

令和２年度廿日市市の市営住宅事業特別会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ12,570 千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 234,002 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 既定の地方債の廃止は、「第２表 地方債補正」による。

令和３年２月１６日提出

廿日市市長 松 本 太 郎
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2 5,670 △5,670 0

1 国庫補助金 5,670 △5,670 0

7 6,900 △6,900 0

1 市債 6,900 △6,900 0

246,572 △12,570 234,002

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

国庫支出金

市債

歳　　入　　合　　計

款 項 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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1 207,675 △12,570 195,105

1 市営住宅事業費 207,675 △12,570 195,105

246,572 △12,570 234,002

歳　　出

市営住宅事業費

歳　　出　　合　　計

款 項 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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第２表 地方債補正

１ 廃 止

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法

住宅整備事業

千円

6,900 普通貸借又は証券発行
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利 率 償 還 の 方 法

％

5.0 以内

（ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しを行った

後においては、

当該見直し後の

利率）

借入先の融資条件による。

ただし、市財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮し、若しくは

繰上償還又は低利に借換えることができる。
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令和２年度

廿日市市市営住宅事業特別会計

歳入歳出補正予算事項別明細書

（第１号）

広島県廿日市市





１　総　　括

（歳　　入）

2 国庫支出金 5,670 △5,670 0

7 市債 6,900 △6,900 0

246,572 △12,570 234,002

歳入歳出補正予算事項別明細書

歳　　入　　合　　計

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

-9-

市営住宅事業特別会計



（歳　　出）

1 市営住宅事業費 207,675 △12,570 195,105

246,572 △12,570 234,002歳　　出　　合　　計

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

△5,670 △6,900 0

△5,670 △6,900 0 0

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円
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２　　歳    入

　２款　国庫支出金 △5,670千円

　１項　国庫補助金 △5,670千円

目 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

1 事業費国庫補助金 5,670 △5,670 0

計 5,670 △5,670 0

　７款　市債 △6,900千円

　１項　市債 △6,900千円

1 事業債 6,900 △6,900 0

計 6,900 △6,900 0
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節
説　　　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

 千円  千円

1 事業費補助金 △5,670 社会資本整備総合交付金 △5,670

1 住宅整備事業 △6,900 住宅整備事業債 △6,900

債
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３　　歳    出

　１款　市営住宅事業費 △12,570千円

　１項　市営住宅事業費 △12,570千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

 千円  千円  千円  千円  千円  千円  千円

1 住宅管理費 207,675 △12,570 195,105 △5,670 △6,900

国庫支出金 市債

△5,670 △6,900

計 207,675 △12,570 195,105 △5,670 △6,900 0 0

目 補正前の額 補正額 計
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節

区　　分 金　　額

 千円 千円

1 報酬 △207 003 市営住宅等管理事業 △15,661

004 市営住宅事業基金積立金 3,091
3 職員手当等 △164

4 共済費 △523

8 報償費 △440

9 旅費 △129

12 役務費 △457

13 委託料 △8,988

15 工事請負費 △4,233

25 積立金 3,091

27 公課費 △520

説　　　　　　　　　　　　明
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１　一　般　職

 (1)　総　　括

 ア　会計年度任用職員

（人） （千円） （千円） （千円）

(2) 

0  

(2) 

0  

(0) 

0  

（千円） （千円） （千円）

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　分 職 員 数 報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当

補正後 3,080  299  

補正前 3,287  463  

比　較 △ 207  △ 164  

区　分 通勤手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当

職員手当

補正後

の 内 訳

補正前

比　較
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（千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

3,379  124  3,503  
※職員数欄の（　）は
短時間勤務の職員で外
数である。

3,750  647  4,397  

△ 371  △ 523  △ 894  

期 末 手 当 夜間勤務手当 休日勤務手当 地 域 手 当

299  

463  

△ 164  
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 (2)　給料及び職員手当の増減額の明細

 ア　会計年度任用職員

 給与改定に伴う増減分

 昇給に伴う増加分

 その他の増減分

 制度改正に伴う増減分

 その他の増減分

区　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

（千円） （千円）

給　　料 0  0  

0  

0  

職員手当 △ 164  0  

△ 164  
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説　　　　　明 備　　　　　考

任用期間の変更等に係る減少分 △ 164  
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